
１．平成16年９月中間期の業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  43円39銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の６ページを参照して下さい。 

平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成16年11月5日

上場会社名 株式会社ヨコオ 上場取引所 東 

コード番号 6800 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.yokowo.co.jp/)

代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 林 正弘 

問合せ先責任者 役職名 経理部次長 氏名 真下 泰史 ＴＥＬ  （03）3916 － 3111 

決算取締役会開催日 平成16年11月5日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成16年12月6日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年９月中間期 12,343 9.6 400 33.6 784 18.6

15年９月中間期 11,260 6.1 299 21.7 661 66.7

16年３月期 23,233  798  1,414  

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 529 157.7 26 13

15年９月中間期 205 98.2 10 17

16年３月期 1,080  53 47

（注）①期中平均株式数 
16年９月

中間期 
20,262,686株

15年９月

中間期 
20,201,756株

16年３月

期 
20,212,984株

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況   

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

 円 銭 円 銭

16年９月中間期 7 00     ――――――  

15年９月中間期 6 00     ――――――  

16年３月期     ―――――― 12 00  

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16年９月中間期 20,482 13,412 65.5 661 29

15年９月中間期 24,195 12,129 50.1 599 85

16年３月期 19,709 12,999 66.0 642 35

（注）①期末発行済株式数 
16年９月

中間期 
20,281,727株

15年９月

中間期 
20,220,178株

16年３月

期 
20,237,042株

②期末自己株式数 
16年９月

中間期 
568,151株

15年９月

中間期 
629,700株

16年３月

期 
612,836株

２．平成17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 24,200  1,300  880  7 00 14 00
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   6,504,709 3,275,364   2,989,073

２ 受取手形   671,439 593,434   668,657

３ 売掛金   6,262,805 6,124,529   6,045,062

４ たな卸資産   1,056,749 1,161,165   1,064,628

５ 未収入金   1,093,950 930,520   785,163

６ 繰延税金資産   82,876 104,480   109,450

７ 関係会社短期貸付金   943,546 972,180   962,371

８ その他 ※２ 495,930 269,139   213,680

９ 貸倒引当金   △2,668 △1,000   △2,600

流動資産合計   17,109,339 70.71 13,429,813 65.57 12,835,488 65.12

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１   

１ 建物   482,945 469,473   463,954

２ 機械及び装置   237,848 218,746   214,410

３ 工具器具備品   612,783 551,964   564,649

４ その他   987,367 887,666   1,042,943

有形固定資産合計   2,320,944 9.59 2,127,850 10.39 2,285,959 11.60

(2) 無形固定資産   3,998 0.02 317,119 1.55 261,572 1.33

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券   1,226,062 1,218,704   1,296,871

２ 関係会社株式   2,554,250 2,764,160   2,614,250

３ 繰延税金資産   860,418 375,227   426,823

４ その他   276,364 249,232   178,265

５ 貸倒引当金   △185 ―   ―

６ 関係会社投資損失引
当金 

  △156,000 ―   △190,000

投資その他の資産合
計 

  4,760,910 19.68 4,607,325 22.49 4,326,210 21.95

固定資産合計   7,085,853 29.29 7,052,296 34.43 6,873,742 34.88

資産合計   24,195,193 100.00 20,482,109 100.00 19,709,231 100.00 
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前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形   3,075,916 2,902,498   2,539,368

２ 買掛金   1,953,612 2,160,006   1,930,642

３ 短期借入金   ― 500,000   500,000

４ 一年以内償還予定転換
社債 

  4,866,000 ―   ―

５ 未払法人税等   13,489 89,311   50,893

６ 賞与引当金   176,000 197,000   216,000

７ その他   516,623 546,263   752,227

流動負債合計   10,601,641 43.82 6,395,080 31.22 5,989,131 30.39

Ⅱ 固定負債     

１ 退職給付引当金   1,098,371 306,558   329,130

２ 役員退職慰労引当金   366,005 368,327   391,685

固定負債合計   1,464,376 6.05 674,886 3.30 720,815 3.65

負債合計   12,066,018 49.87 7,069,966 34.52 6,709,946 34.04

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   3,996,269 16.51 3,996,269 19.51 3,996,269 20.28

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金   3,981,928 3,981,928   3,981,928

資本剰余金合計   3,981,928 16.46 3,981,928 19.44 3,981,928 20.20

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金   335,837 335,837   335,837

２ 任意積立金   4,395,508 5,218,290   4,395,508

３ 中間(当期)未処分利益   197,276 522,558   948,972

利益剰余金合計   4,928,622 20.37 6,076,685 29.67 5,680,318 28.82

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  4,210 0.02 63,401 0.31 102,385 0.52

Ⅴ 自己株式   △781,855 △3.23 △706,141 △3.45 △761,617 △3.86

資本合計   12,129,174 50.13 13,412,143 65.48 12,999,284 65.96

負債及び資本合計   24,195,193 100.00 20,482,109 100.00 19,709,231 100.00 
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(2) 中間損益計算書 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     11,260,806 100.00 12,343,076 100.00   23,233,066 100.00 

Ⅱ 売上原価 ※５   9,328,393 82.84 10,230,229 82.88   19,064,516 82.06

売上総利益     1,932,412 17.16 2,112,846 17.12   4,168,549 17.94

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※５   1,632,622 14.50 1,712,267 13.87   3,370,145 14.50

営業利益     299,790 2.66 400,579 3.25   798,404 3.44

Ⅳ 営業外収益 ※１   403,008 3.58 391,263 3.17   734,392 3.16

Ⅴ 営業外費用 ※２   41,094 0.36 7,304 0.06   118,698 0.51

経常利益     661,704 5.88 784,538 6.36   1,414,099 6.09

Ⅵ 特別利益 ※３   55,048 0.48 2,851 0.02   855,502 3.68

Ⅶ 特別損失 ※４   486,693 4.32 51,626 0.42   629,783 2.71

税引前中間(当
期)純利益 

    230,059 2.04 735,763 5.96   1,639,817 7.06

法人税、住民税
及び事業税 

  27,300 123,000 222,000 

法人税等調整額   △2,668 24,631 0.22 83,311 206,311 1.67 336,999 558,999 2.41

中間(当期)純利
益 

    205,428 1.82 529,452 4.29   1,080,818 4.65

前期繰越利益     8,450 4,768   8,450

自己株式処分差
損 

    16,602 11,662   18,975

中間配当額     ― ―   121,321

中間(当期)未処
分利益 

    197,276 522,558   948,972
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）たな卸資産 

製品、仕掛品 

総平均法（原価法） 

(1）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(1）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

  (2）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(2）有価証券 

満期保有目的の債券 

―――――― 

(2）有価証券 

満期保有目的の債券 

―――――― 

  子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 有形固定資産については、定

率法によっております。 

(1）有形固定資産 

      同左 

(1）有形固定資産 

      同左 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  

      

 

  

  

      

 

  

  建物 15～50年

機械及び装置 10年

工具器具備品 ２～５年

  

  (2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

 ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

同左 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を計

上しております 

一般債権…貸倒実績率法 

貸倒懸念債権及び破産更生債

権等…財務内容評価法 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）関係会社投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に備えるため、その財政状態

等を検討して計上しておりま

す。 

(2）関係会社投資損失引当金 

―――――― 

(2）関係会社投資損失引当金 

 関係会社への投資に対する損

失に備えるため、その財政状態

等を検討して計上しておりま

す。 

  (3）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

同左 
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前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に充て

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（２年）

による定額法により按分した額

を発生期から費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生期から

費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に充て

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生期から

費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職金の支給に充て

るため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（２年）

による定額法により按分した額

を発生期から費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生期から

費用処理しております。 

 （追加情報） 

 厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年１月26日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けております。厚

生年金基金の代行部分返上に関

し、「退職給付会計に関する実

務指針（中間報告）」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報

告第13号）第47－２項に定める

経過措置を適用し、厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認

可を受けた日において代行部分

に係る退職給付債務と返還相当

額の年金資産を消滅したものと

みなして会計処理しておりま

す。なお、当事業年度末日現在

において測定された返還相当額

（最低責任準備金）は2,262,904

千円であります。また、本処理

に伴う当事業年度における損益

に与えている影響額は特別利益

（年金代行部分返上益）として

713,349千円計上しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支出額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支出額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税は税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

税効果会計関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 中間会計期間における税金費用

については、従来簡便法により計

算しておりましたが、税金費用を

より合理的に算定するため、当中

間会計期間より原則法に変更いた

しました。なお、この変更による

影響額は軽微であります。 

 地方税法等の一部を改正する法

律（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布されたことに

伴い、当期の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算（但し、平成16

年４月１日以降解消が見込まれる

ものに限る。）に使用した法定実

効税率は、前期の42.1％から

40.7％に変更されております。 

 この変更により、従来と同様の

方法によった場合と比較して、繰

延税金資産の金額（繰延税金負債

を控除した金額）が28,758千円減

少し、当中間会計期間に計上され

た法人税等調整額が28,854千円増

加、その他有価証券評価差額金が

96千円増加しております。 

     ――――――      ―――――― 

法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書の表示

方法 

     ――――――  実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委

員 平成16年２月13日）が公表さ

れたことに伴い、当中間会計期間

から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本

割 15,320千円を販売費及び一般

管理費として計上しております。 

     ―――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
3,029,880千円 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
3,192,208千円 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
3,151,517千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ流動資産のその他に含めて表示

しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い     

 ―――――― 

３ 輸出為替手形割引高 3,487千円 ３ 輸出為替手形割引高 46,962千円 ３ 輸出為替手形割引高 4,523千円

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ４ 当社は運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら

の契約に基づく当期末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
2,500,000千円 

借入実行残高 ―千円 

差引額 2,500,000千円 

貸出コミットメント

の総額 
2,000,000千円 

借入実行残高 ―千円 

差引額 2,000,000千円 

貸出コミットメント

の総額 
2,000,000千円 

借入実行残高 ―千円 

差引額 2,000,000千円 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの ※１ 営業外収益の主なもの 

受取利息 8,547千円

受取配当金 302,411千円

受取手数料 84,575千円

受取利息 7,214千円

受取配当金 253,069千円

受取手数料 81,986千円

受取利息 16,839千円

受取配当金 531,804千円

受取手数料 160,187千円

※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの ※２ 営業外費用の主なもの 

支払利息 311千円

為替差損 32,030千円

支払利息 1,942千円 支払利息 1,524千円

為替差損 83,664千円

※３ 特別利益の主なもの ※３ 特別利益の主なもの ※３ 特別利益の主なもの 

貸倒引当金戻入額 2,000千円

投資有価証券売却益 5,394千円

国庫補助金収入 46,233千円

貸倒引当金戻入額 1,600千円

固定資産売却益 1,251千円

固定資産売却益 1,420千円

貸倒引当金戻入額 1,770千円

投資有価証券売却益 8,610千円

年金代行部分返上

益  
713,349千円

国庫補助金収入 130,351千円

※４ 特別損失の主なもの ※４ 特別損失の主なもの ※４ 特別損失の主なもの 

為替差損 185,026千円

投資有価証券売却損 234,779千円

固定資産除却損 26,480千円

関係会社投資損失引

当金繰入額 
35,000千円

投資有価証券評価損 12,436千円

固定資産除売却損 30,892千円

関係会社整理損 8,297千円

為替差損 185,026千円

投資有価証券売却損 258,698千円

固定資産除売却損 114,589千円

関係会社投資損失引

当金繰入額 
69,000千円

なお、為替差損は、在外子会社の有償

減資によって発生したものでありま

す。 

  なお、為替差損は、在外子会社の有償

減資によって発生したものでありま

す。 

※５ 減価償却実施額 ※５ 減価償却実施額 ※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 148,112千円

無形固定資産 491千円

有形固定資産 127,062千円

無形固定資産 104千円

有形固定資産 298,325千円

無形固定資産 918千円
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（リース取引） 

（有価証券） 

（前中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（当中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（前事業年度） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額 

  千円 千円 千円

機械及び 

装置 
80,567 65,945 14,622

工具器具 

備品 
405,018 155,824 249,194

ソフト 

ウェア 
397,380 262,017 135,363

合計 882,967 483,787 399,180

  
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

中間期末

残高相当

額 

  千円 千円 千円

機械及び 

装置 
269,827 173,963 95,864

工具器具 

備品 
390,541 176,197 214,343

ソフト 

ウェア 
133,984 82,060 51,923

合計 794,353 432,221 362,131

  
取得価額

相当額 

減価償却

累計額相

当額 

期末残高

相当額 

  千円 千円 千円

機械及び 

装置 
147,747 71,944 75,803

工具器具 

備品 
433,309 200,283 233,026

ソフト 

ウェア 
403,803 298,479 105,324

合計 984,861 570,707 414,153

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 164,156千円

１年超 255,095千円

合計 419,252千円

１年以内 132,902千円

１年超 237,185千円

合計 370,088千円

１年以内 158,405千円

１年超 273,116千円

合計 431,521千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 84,413千円

減価償却費相当額 77,178千円

支払利息相当額 5,094千円

支払リース料 96,374千円

減価償却費相当額 90,672千円

支払利息相当額 4,422千円

支払リース料 173,959千円

減価償却費相当額 159,318千円

支払利息相当額 9,691千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については利息法によ

っております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 599.85円 661.29円 642.35円 

１株当たり中間(当期)純利益 10.17円 26.13円 53.47円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 
9.16円 26.06円 47.91円 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

中間損益計算書上の中間（当期）純利

益（千円） 
205,428 529,452 1,080,818 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
205,428 529,452 1,080,818 

普通株主に帰属しない金額（千円）        ―        ―         ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,201 20,262 20,212 

中間（当期）純利益調整額（千円）        ―        ―         ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に用いられた普通株式増

加数の主要な内訳（千株） 

      

転換社債 2,269        ― 2,263 

新株予約権 60 51 81 

普通株式増加数（千株） 2,329 51 2,344 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

新株予約権 株主総会

の特別決議日 平成12

年６月29日（新株予約

権1,415個） 

平成13年６月28日（新

株予約権1,985個） 

新株予約権 株主総会

の特別決議日 平成12

年６月29日（新株予約

権 1,415  個） 

  

新株予約権 株主総会

の特別決議日 平成12

年６月29日（新株予約

権 1,415  個） 

  

  

- 37 -




